
 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、市民の健康増進と地域医療の発展を図るため、公益財団法人千葉市保健医療事業団（以

下「事業団」という。）に対し、予算の範囲内において、千葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉

市規則第８号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、補助金を交付する。 

 （補助事業等及び対象経費） 

第２条 補助金の交付対象となる事業等及び経費は、別表に定めるとおりとする。 

２ 委託事業に係る経費は、補助金の交付対象から除く。 

 （補助額） 

第３条 補助金の額は、対象経費に充てるべきその他の収入額を控除した額の１０分の１０とする。 

 （補助金の交付申請） 

第４条 規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとするときは、補助事業の開始の日までに、

事業団運営補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

 （１）事業計画書 

 （２）収支予算書 

 （３）前２号に掲げるものの他市長が必要と認める書類 

 （交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１）補助事業の内容、経費の配分又は遂行計画を変更する場合には、あらかじめ市長の承認を受 

けること。 

 （２）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。 

 （３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、速や 

かに市長に報告してその指示を受けること。 

 （４）規則及びこの要綱を遵守すること。 

 （交付決定通知等） 

第６条 市長は、規則第６条の規定による通知をしようとするときは、事業団運営補助金交付決定通知

書（様式第２号）によるものとする。 

 （変更等の承認申請） 

第７条 第５条第１号又は第２号の規定による承認を受けようとするときは、事業団事業変更（中止・

廃止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更（中止・廃止）承認の申請があったときは、当該申請の内容を審査

し、速やかに事業団事業変更（中止・廃止）承認（不承認）通知書（様式第４号）により通知するも

のとする。 

 （実績報告） 

第８条 補助事業者は、規則第１２条の規定による実績報告をしようとするときは、事業完了後速やか

に事業団事業実績報告書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添付して市長に報告しなければな

らない。 

 （１）事業報告書 

 （２）収支決算書 

 （３）その他市長が必要と認める書類 

 



 

 （補助金額の確定通知） 

第９条 市長は、規則第１３条の規定による通知をしようとするときは、事業団運営補助金額確定通知

書（様式第６号）により通知するものとする。 

 （交付の請求） 

第１０条 補助事業者が、規則第１６条第１項の規定による補助金の交付請求をしようとするときは、

事業団運営補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者が、規則第１６条第２項の規定において準用する同条第１項の規定により補助金の交付 

請求をしようとするときは、事業団運営補助金一括（分割）事前請求書（様式第８号）を市長に提出

しなければならない。 

 （決定の取消通知） 

第１１条 市長が、規則第１７条の規定による補助金の交付決定を取り消すときは、事業団運営補助金

交付決定取消通知書（様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （返還命令） 

第１２条 市長は前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交付

されているときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずることができる。 

２ 前項の規定により補助金の返還を命ずるときは、事業団運営補助金返還命令書（様式第１０号）に

よるものとする。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金の交付に関し

必要な事項は、保健福祉局長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行し、平成１４年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行し、平成１７年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、平成１９年度分の補助金から適用する。 

２ 平成１９年度分の補助金に限り、この要綱の規定による改正後の財団法人千葉市保健医療事業団運

営補助金交付要綱（平成１４年４月１日施行）別表第５号の規定の適用については、同号中「看護師

養成施設事業に従事する職員に係る経費」とあるのは、「看護師養成施設事業に従事する職員及び非

常勤職員に係る経費並びに同事業に係る外部講師謝金」とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年２月１日から施行し、平成１９年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、平成２１年度分の補助金から適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、平成２４年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年７月１日から施行し、平成２４年度分の補助金から適用する。 



 

  附 則 

この要綱は、平成２６年１１月１日から施行し、平成２６年度分の補助金から適用する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度分の補助金から適用する。 

２ 別表第５号の規定の適用については、平成３０年度をもって効力を失う。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用する。 

 

別表 

１ 補助対象事業等 ２ 補 助 対 象 経 費 

１ 管理運営費 

 

 事業団の運営に要する役職員に係る経費、事業団

の運営に要する管理費、調査研修旅費、非常勤職員

賃金、職員被服貸与費及び職員健康診断料。ただし、

看護師養成事業に係る経費は補助対象事業等欄第４

号で別に定める。 

２ 健康づくり推進事業 

 

 市民健康づくり大会、健康づくりのための普及啓

発事業その他健康づくり推進事業に要する諸謝金、

旅費交通費、消耗品費、会議費、印刷製本費、通信

運搬費、委託料、賃借料、負担金及び保険料 

３ 救急医療知識の普及啓発事業  救急フェア、救急法等講習会その他救急医療知識

の普及啓発事業に要する諸謝金、旅費交通費、消耗

品費、会議費、印刷製本費、医薬材料費及び委託料 

４ 看護師養成事業に助成する経費  看護師養成事業に要する役員費、職員費、事業費

（実習指導教員及び常勤職員の代替職員に係る賃金

及び福利厚生費に限る。）及び特定資産取得支出。た

だし、看護師養成事業の事業活動支出及び特定資産

取得支出の合計額から事業活動収入（ただし、この

号による補助金収入を除く。）を差し引いた額の範囲

内とする。 

５ 看護師養成事業に助成する経費（生

徒数減少による影響額） 

 看護師養成事業に要する事業費（実習指導教員、

常勤職員の代替職員に係る賃金及び福利厚生費を除

く。）のうち、収支不足額もしくは、生徒減少によ

る影響額の少ない方とする。 



 

様式第１号 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付申請書 

 

 

（あて先）千 葉 市 長 

 

申請者 

住 所 

団体名 

代表者               印 

 

    年度公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金の交付を受けたいので、千葉市補助金等交

付規則第３条の規定により、次のとおり申請します。 

 

補 助 対 象 事 業 
 

補助事業の目的及び内容 

 

補 助 事 業 の 効 果 

 

補 助 金 の 申 請 額 円 

交 付 希 望 時 期 

 

補助事業の着手予定年月日 年   月   日 

補助事業の完了予定年月日 年   月   日 

添 付 書 類 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書 

３ 定款（写） 

４ 補助金内訳書 

 



 

様式第２号 

千葉市指令   第  号 

 

申請者 

住 所 

団体名 

代表者 

 

 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付決定通知書 

 

     年 月 日付けで申請のあった    年度公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助

金について、次のとおり交付と決定したので、千葉市補助金等交付規則第６条の規定により通知します。 

 

     年  月  日 

 

                             千葉市長          印 

 

補 助 対 象 事 業  

補 助 金 の 交 付 決 定 額                        円 

補 助 金 交 付 予 定 時 期 年   月 

交 付 条 件 

１ 補助事業の内容、経費の配分又は遂行計画を変更する場合には、

あらかじめ市長の承認を受けること。 

２ 補助事業を中止又は廃止する場合には、あらかじめ市長の承認

を受けること。 

３ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行

が困難となった場合には、速やかに市長に報告してその指示を受

けること。 

４ 千葉市補助金等交付規則及びこの要綱を遵守すること。 

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消を求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 



 

様式第３号 

公益財団法人千葉市保健医療事業団事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 

    年  月  日 

 

（あて先）千 葉 市 長 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者                印 

 

 

  年  月  日付千葉市指令   第   号により交付決定のあった事業について次のとお

り変更（中止・廃止）したいので、公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付要綱第７条第１

項の規定により申請します。 

 

補助事業の内容 

変更前 

 

変更後 

 

変 更 ( 中 止 ・ 廃 止 ) の 理 由 

 

変更（中止・廃止）予定年月日 年   月   日 

添 付 書 類 

１ 事業変更計画書 

２ 収支変更予算書 

３ 補助金交付決定通知書（写） 

 



 

様式第４号 

 

公益財団法人千葉市保健医療事業団事業変更（中止・廃止）承認（不承認）通知書 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった公益財団法人千葉市保健医療事業団事業変更（中止・廃

止）について、承認（不承認）したので、公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付要綱第７

条第２項の規定により通知します。 

 

 

     年   月   日 

 

 

千葉市長               印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消を求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 



 

様式第５号 

公益財団法人千葉市保健医療事業団事業実績報告書 

 

年  月  日 

 

（あて先）千 葉 市 長 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者              印 

 

 

     年  月  日付千葉市指令   第  号により交付決定のあった    年度公益財

団法人千葉市保健医療事業団運営実績について、千葉市補助金等交付規則第１２条の規定により下記の

とおり報告します。 

 

補 助 対 象 事 業  

補助事業の着手年月日 

及 び 終 了 年 月 日 

年   月   日 

年   月   日 

補 助 金 の 交 付 決 定 額 円 

補 助 金 の 既 交 付 額 

    年  月  日交付            円 

    年  月  日交付            円 

    年  月  日交付            円 

    年  月  日交付            円 

    年  月  日交付            円 

           計             円 

補助事業の経費精算額 円 

添 付 書 類 

１ 収支決算書 

２ 補助事業の経過及び成果を証する書類等 

３ その他 

 



 

様式第６号 

千葉市達   第   号 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者 

 

 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金額確定通知書 

 

     年  月  日付千葉市指令   第   号により交付決定の通知をした、     年

度公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金額を次のとおり確定したので、千葉市補助金等交付規

則第１３条の規定により通知します。 

 

     年  月  日 

 

千葉市長               印 

 

補 助 対 象 事 業  

補 助 金 の 交 付 決 定 額 円 

補 助 事 業 の 経 費 精 算 額 円 

補 助 額 円 

補 助 金 の 確 定 額 円 

そ の 他 の 記 載 事 項 欄 

 

 



 

様式第７号 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

（あて先）千 葉 市 長 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者               印 

 

 

     年  月  日付千葉市達   第   号公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助

金額確定通知書により確定した補助金の交付について、千葉市補助金等交付規則第１６条第１項の規定

により、次のとおり請求します。 

 

補 助 対 象 事 業  

補 助 金 の 確 定 額 円 

補 助 金 の 既 交 付 額 

     年  月  日交付           円 

     年  月  日交付           円 

             計           円 

交 付 請 求 額 円 

添 付 書 類 

１ 公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付決定通知

書の写し 

２ その他 

 



 

様式第８号 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金一括（分割）事前請求書 

 

年  月  日 

 

（あて先）千 葉 市 長 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者               印 

 

 

     年  月  日付千葉市指令   第   号により交付決定のあった補助金の一括（分

割）事前交付を次のとおり受けたいので、千葉市補助金等交付規則第１６条第２項の規定により、次の

とおり請求します。 

 

補 助 対 象 事 業  

交 付 決 定 額 円 

一括（分割）事前請求額 

及 び 交 付 希 望 時 期 

                  円 

年   月   日 

請 求 残 額 円 

一 括 （ 分 割 ） 事 前 交 付 

希 望 理 由 
 

添 付 書 類 交付決定通知書（写） 



 

様式第９号 

千葉市達   第   号 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者 

 

 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金交付決定取消通知書 

 

     年  月  日付千葉市指令   第   号により通知した    年度公益財団法人

千葉市保健医療事業団運営補助金交付決定の全部（一部）を以下のとおり取り消したので、千葉市補助

金等交付規則第１７条第３項において準用する第６条の規定により通知します。 

 

補 助 対 象 事 業  

補 助 金 の 交 付 決 定 額 円 

取 消 額 円 

取 消 後 の 交 付 決 定 額 円 

取 消 の 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求等について 

１ この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

２ この処分の取消を求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 



 

様式第１０号 

千葉市達   第   号 

 

補助事業者 

住 所 

団体名 

代表者 

 

 

公益財団法人千葉市保健医療事業団運営補助金返還命令書 

 

     年  月  日付千葉市達   第   号により取り消した    年度公益財団法人

千葉市保健医療事業団運営補助金について、千葉市補助金等交付規則第１８条第１項（第２項）の規定

により返還を命じます。 

 

      年  月  日 

 

                        千葉市長            印 

 

補 助 対 象 事 業  

補 助 金 の 確 定 決 定 額 円 

補 助 金 の 既 交 付 額 円 

補 助 金 の 交 付 確 定 額 円 

返 還 す べ き 金 額 円 

返 還 期 限 年   月   日まで 

返 還 を 命 ず る 理 由 

 

返 還 方 法  

 


